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教委教改第８７７号   
令和 ３年９月３日 

 

 

 大分県知事 広 瀬 勝 貞 殿 

 

 

大分県教育委員会 

 教育長 岡 本 天 津 男 

 

 

議案に対する教育委員会の意見について（回答） 

 

 令和３年９月１日付け財第２８２号で照会のあった上記のことについて、 
下記のとおり回答します。 

 

 

記 

 

 

  原案のとおり提出することに異議ありません。 
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第７６号議案 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく 

個人番号の利用等に関する条例の一部改正について 

  教育財務課 

１ 改正内容 

  マイナンバー法改正に伴い、マイナンバーを利用して取得できる情報に生活保護関

係情報が追加されたため、関連する県独自利用事務についても、生活保護関係情報を

追加する。 

 

 

 

 

 

 

２ 改正理由 

「高等学校等就学支援金」、「学び直し支援金」、「専攻科修学支援金」、「奨学給付金」

の事務について、これまで地方税情報及び住民票情報の提供により添付書類削減を図

ってきたが、生活保護世帯については、非課税で地方税の課税情報が取得できないた

め、別途、「生活保護受給証明書」を提出する必要があった。 

今回の改正により、生活保護受給情報の取得が可能となったことから、生活保護世

帯の「生活保護受給証明書」の提出が不要となり、申請者の負担軽減が図られる。 

 

３ 施行期日 

公布の日 

 

 

・マイナンバーの利用は、社会保障・税・災害分野に限定されており、番号法に

その具体的な事務（法定事務）を規定。 

・各地方公共団体が条例で定める事務（独自利用事務）についても、条例に事務

を規定することで、マイナンバーの利用が可能。 

申請者 

【申請に必要な書類】 

 ・就学支援金受給資格認定申請書 

 ・マイナンバー届出書 

⑤授業料と相殺 ①申請 

④支給 

教育財務課 

申請者の生活保護受給情報を確認 

②照会 
（生活保護情報） 

③提供 
（生活保護情報） 

〈情報連携〉 

市町村役場 

生活保護情報の管理 

証明 

申請 

「生活保護受給証明書」 

 不要 

県立高等学校 

【高等学校等就学支援金（生活保護世帯）の例】 

取得可能となる 
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大分県マリンカルチャーセンターの設置及び管理に関する条例の廃止について 
 

１ 大分県マリンカルチャーセンターの概要 
 ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３０条の規定等に基づき、社会教育施設

として位置付け。 
○昭和５７年大分県が策定した「マリノポリス基本構想」に基づき、海洋レジャー観光推 
進の中核的施設として建設、平成４年４月開館。 

○平成２９年度第３回行財政改革推進委員会「指定管理終了後の利活用は、売却・貸付と 
する」と定めて、平成３０年４月より休館。 

 
２ 経緯 
 ①民間事業者等からの利活用策の公募（平成２９年２～５月）   応募者なし 

②民間事業者等への施設紹介（上記①の公募以降） 

            → ２６者に紹介したが、具体的な利活用策は提示なし 

③地権者である佐伯市に「今後の取扱いに係る市の意見」の照会（令和３年６月） 
            → 地上権契約期間：令和４年３月３１日まで 
④佐伯市の回答（令和３年８月） 
【照会事項１】佐伯市によるマリンカルチャーセンターの利活用の有無について 

  → 佐伯市は、マリンカルチャーセンターを利活用しない。 

【照会事項２】照会事項１の回答に伴う建物等の取扱いに関する県への要望について 

→ 県においてマリンカルチャーセンター（建物）の売却又は貸付を行わないと判

断した場合は、速やかに建物等を解体し、佐伯市に土地を明け渡すこと。 

 

   

 

 

 

３ 条例廃止議案の提出 

○上記２を踏まえた検討結果 

 〈令和３年第３回定例会〉 

 「大分県マリンカルチャーセンターの設置及び管理に関する条例」の廃止議案提出 

【参考】 

再開費用：１０年間で約３０億円、２０年間で約４０億円 
解体費用：２～３年間で約１０億円 

第82号議案
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１ 事業名 産業教育設備緊急整備事業

２ 物品取得の目的及び活用方法

３ 物品取得の概要

【設置校】

国東、日出総合、大分工業、鶴崎工業、情報科学、津久見、

佐伯豊南、日田林工、中津東、宇佐産業科学 （計１０校）

４ 契約の方法 一般競争入札（ＷＴＯ対象物品調達）

５ 取得金額

１３０，２１８，０００円（税込）

６ 納期

令和４年３月３１日

７ 契約の相手方

大分市大字宮崎４１６番地

大分県県有財産条例第２条（地方自治法第９６条第１項第８号）の規定により、議会の議決
に付さなければならない財産の取得は、予定価格７千万円以上の動産の買入れとされてい
るため、今回３Ｄプリンター及び３Ｄスキャナ一式の取得にあたり、本議会に提出するもの。

株式会社エムツーアイ 代表取締役 村井 英明

【目的】 デジタルトランスフォーメーション等に対応した地域の産業界を牽引する職業人材を

育成するため、県立学校１０校で使用する３Ｄプリンター及び３Ｄスキャナを調達する。

【活用】 ３Ｄ ＣＡＤで作成した図面データを使用して、３Ｄ プリンターで実物を作成するという

「ものづくりのプロセス」を体験することで、より高い専門性を持った人材育成に繋げる。

３Ｄプリンター及び３Ｄスキャナ一式

県立学校で使用する教育用３Dプリンター等の取得について

第８５号議案 物品の取得について
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○第３款『福祉生活費』、第１０款『教育費』及び第１１款『災害復旧費』 （教育委員会関係分抜粋）

（単位：円、％）

年度 予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率

令和２ 116,042,701,537 112,139,661,210 2,974,696,000 928,344,327 99.2%

令和元 115,284,209,122 113,054,834,139 1,472,428,000 756,946,983 99.3%

増減 758,492,415 △ 915,172,929 1,502,268,000 171,397,344 △0.1

対前年度比 100.7% 99.2% 202.0% 122.6% －

１．決算額の主な増減理由

・県立スポーツ施設建設事業費【体育保健課】 △1,597,339千円（武道スポーツセンターの完成に伴う減）

・給与費【教育人事課】 △1,608,266千円（教職員数の減少等に伴う減）

（主な内訳） 小学校費　△668,749千円

中学校費　△861,520千円

事務局費　△145,543千円　など

・県立学校ＩＣＴ活用授業推進事業費【教育財務課】 1,513,887千円（新型コロナウイルス対策）

・県立学校等学習環境緊急整備事業費【教育財務課】 670,894千円（新型コロナウイルス対策）

２．繰越額の主な増減理由

・産業教育設備緊急整備事業費【教育財務課】 1,157,202千円（国補正受け入れ等による増）

・県立学校等学習環境緊急整備事業費【教育財務課】 566,862千円（国補正受け入れ等による増）

３．不用額の主な理由

・県立学校施設整備事業費【教育財務課】 203,647千円（工事請負費等が見込みを下回ったことによる）

・給与費【教育人事課】 166,908千円（給料、共済費等が見込みを下回ったことによる）

高等学校総務費　50,785千円

中学校費　43,456千円

小学校費　40,249千円　など

・県立学校等学習環境緊急整備事業費【教育財務課】 125,740千円（工事請負費等が見込みを下回ったことによる）

・県立高等学校等通学時感染防止対策事業費【教育財務課】 51,562千円（臨時スクールバスの運行実績による）

令和２年度大分県歳入歳出決算書（教育委員会関係分抜粋）

-21-
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